申込日：　　　年　　月　　日（　　）
環境学習器材貸出申込書
公益財団法人岡山県環境保全事業団

	団体名：
	

	
	〒

	住所 ：
	

	連絡先：
	

	担当者名：
	

	当日の連絡先：
	


環境創造部　部長　殿
（岡山県環境学習協働推進広場事務局）

「環境学習器材貸出規約」を遵守のうえ、下記のとおり貸出を申し込みます。
	使用する目的
	

	使用する場所や催事名
	
	使用する日程
（開催日など）
	

	貸出希望
期間
	　 　月  　　日　(　　)　　　時　　分に受け取りに行き、
　　　月　　　日　(　　)　　　時　　分に返却します。

※原則として
・貸出期間は1週間以内とします。
・器材の受け渡し場所は原則(公財)岡山県環境保全事業団・内尾事務所（岡山市南区内尾665-1）とします。
・器材の受け渡しに対応できる時間は平日の8：30～17：00とします。
・直前の器材・日程等の変更は対応いたしかねます。

※その他、ご不明点は事前に環境創造部 サステナビリティ推進課（086-298-1239）へご相談ください。

	貸出器材
	ホームページ番号
	項　目
	数　量

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	※器材を紛失した場合や、過負荷または不適切な使用により破損や故障した場合は、修繕等の費用をご負担していただきます。

※器材の取り付け・取り外し及び使用中の事故については自己責任とし、当団といたしましては一切責任を負えませんので、予めご承知置き下さい。


	動作確認
	申込者署名欄
	
	事務所
記入欄
	返却日：　　　年　　　月　　　日（　　）

	□
	
	
	
	受付者：


環境学習器材貸出規約
　（目的）
第１条　この規約は、次条に規定する環境学習器材の貸出について、必要な事項を定めることを目的とする。
　（定義）
第２条　この規約に定める「環境学習器材」とは、別表に掲載する環境学習教材、環境測定機器、会場設営機材等をいう。
　（貸出の対象）
第３条　環境学習器材の貸出の対象者は、原則、次の要件を満たす県内の団体・個人とする。
（１）環境学習器材を利用して、県民の環境保全に関する知識の普及、意識の高揚又は環境学習の推進に資する事業を行う団体・個人であること。
（２）政治活動、宗教活動又は営利活動を主たる目的として環境学習器材を使用しようとする団体・個人ではないこと。
（３）暴力団でないこと、若しくは暴力団、暴力団員等の統制の下にある団体でないこと又はその構成員でないこと。
　（貸出の方法）
第４条　環境学習器材を借り受けようとする者（以下「借受申請者」という。）は、公益財団法人岡山県環境保全事業団　環境創造部　部長（以下「部長」という。）へ「環境学習器材貸出申込書」を提出しなければならない。
２　部長は、前項の規定により環境学習器材の貸出申請を受けた場合において、その貸出を適当と認めた場合は、借受申請者に環境学習器材を貸出するものとする。
３　貸出の際には、借受申請者は、身分を証明するもの（運転免許証など）を提示しなければならない。
　（貸出の期間）
第５条　貸出期間は、当該貸出に係る環境学習事業の実施期間のほか、貸出及び返却に要する日を加えた期間とする。ただし、貸出期間は、1週間以内とする。
２　原則、貸出及び返却場所は、公益財団法人岡山県環境保全事業団・内尾事務所構内（岡山市南区内尾６６５－１）とする。
３　貸出及び返却は、平日の午前８時３０分から午後５時までの間において行うものとする。
４　第１項から第３項までの規定において、特別な事情が発生した場合はこの限りではない。
　（経費負担）
第６条　環境学習器材の貸出は、無料とする。
２　第４条の規定により貸出の承認を受けた者（以下「借受者」という。）が貸出期間中に借受者の故意又は過失によって生じた環境学習器材の破損、紛失による修繕等に要する経費は、借受者の負担とする。
　（事故に対する賠償責任等）
第７条　借受者は、貸出期間中に環境学習器材による事故が発生した場合は、直ちに部長に報告するとともに、第三者に対する損害賠償等については当該借受者が一切の責任を負い、その賠償をしなければならない。
　（貸出期間中の管理責任等）
第８条　借受者は、貸出期間中の環境学習器材の保管及び管理について、善良な管理者の注意をもって行わなければならない。
２　借受者は、第三者に環境学習器材を転貸してはならない。
　（その他）
第９条　環境学習器材の貸出について、この規約に定めのない事項は、公益財団法人岡山県環境保全事業団が必要に応じ別に定める。
　　　附　則　　
  この規約は、平成２４年４月１日から施行する。
附　則　　
  この規約は、平成３１年４月１日から施行する。
附　則　　
  この規約は、令和５年４月１日から施行する。
